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政策がもたらす物価負担感の世帯間格差
― 高齢世帯は相対的に高いインフレ率に直面、子育て世帯は家計負担の軽減を実感しづらい可能性 ―
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（１）足元にかけて、わが国のインフレ率は１％台まで低下。食料価格の伸びがピークアウトしてい
るほか、政府による家計負担軽減策がインフレ率を下押し（図表１）。エネルギー価格抑制策
に加えて、2025年度からは高校授業料支援の拡充を含む教育費負担軽減策が家計負担を緩和。

（２）もっとも、政策の対象品目や対象世帯の違いにより、各世帯類型が直面しているインフレ率に
は差異。とりわけ、教育無償化の恩恵は高校生を含む就学中の子どもを持つ世帯に集中的に表
れ、同世帯のインフレ率を下押し。2024年度の世帯類型別の消費支出の内訳をみると、子育て
勤労世帯では教育関連支出は全体の８％を占める一方、その他の世帯ではほぼゼロ（図表２）。
このウエイトを用いて、2025年度に各世帯が直面しているインフレ率を試算すると、子育て勤
労世帯では、総世帯平均に比べてインフレ率が▲0.3％ポイント抑制される一方、高齢無職世
帯では、消費支出に占める食料費の割合の高さも相まって、総世帯平均を＋0.3％ポイント上
回るインフレ率に直面（図表３）。高齢無職世帯は賃上げの恩恵も受けにくく、保有資産の乏
しい世帯を中心に物価高による負担感が強まっている公算大（注）。

（注）本稿の分析対象は、消費支出構成の違いを通じた物価負担であり、税・社会保障負担や医療・年金給付を含む世代間の受益・負担を

比較したものではない。

（３）子育て世帯についても、家計は構造的に負担の軽減を実感しづらい可能性。子育て世帯では、
子どもの成長に伴って教育関連支出や食費などの支出水準が高まりやすく、物価上昇だけでな
くライフステージの変化によっても家計支出が増加することが背景（図表４）。教育費負担軽
減策は家計負担の緩和に寄与するものの、家計全体でみれば、子どもの成長に伴う支出増で効
果が埋もれる場合がある点に留意が必要。
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（図表２）世帯類型別の消費支出のシェア

（％）

（資料）総務省を基に日本総研作成
（注）「令和６年全国家計構造調査」に基づく。子育て勤労世帯は夫婦と

未婚の子供が1人/2人/3人以上の世帯、夫婦と子供と親の世帯の合
計。子どものいない勤労世帯は夫婦のみの世帯と単身世帯の合計。そ
れぞれ集計世帯数で重み付けして加重平均。
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（図表３）2025年度の各世帯の直面インフレ率の差
（総世帯平均との差、％ポイント）

（資料）総務省を基に日本総研作成
（注）10大費目の消費者物価（2025年度）を、各世帯類型の消費シェ

アで重み付けして世帯ごとに直面するインフレ率を算出。
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（図表４）第１子の年間子育て費用
（万円）

（資料）以下論文を基に日本総研作成 三澤奈菜・竹原健二［2026］. 
「日本における0～18歳の子育てに要する費用の調査：ウェブアン
ケート調査2024」、『日本公衆衛生雑誌』、73(2)、176-187.

（注）各年齢の母親246～350人、計6,408人がウェブアンケートで回答。
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（図表１）コアインフレ率と家計負担軽減策
（前年比、％）

（資料）総務省を基に日本総研作成
（注）前年の政策の反動は考慮せず、各月にガソリン・電気・ガス代の負担緩

和策、教育無償化政策がなかった場合のインフレ率を試算。
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